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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第77期
第３四半期
連結累計期間

第78期
第３四半期
連結累計期間

第77期

会計期間
自平成23年４月１日
至平成23年12月31日

自平成24年４月１日
至平成24年12月31日

自平成23年４月１日
至平成24年３月31日

売上高（百万円） 84,188 67,278 107,658

経常利益（百万円） 2,207 413 3,192

四半期（当期）純利益又は四半期純損失（△）

（百万円）
95 △1,034 1,157

四半期包括利益又は包括利益（百万円） △1,674 △1,101 1,202

純資産額（百万円） 91,207 91,771 94,084

総資産額（百万円） 138,402 130,430 139,150

１株当たり四半期（当期）純利益金額又は１株

当たり四半期純損失金額（△）（円）
1.34 △14.48 16.20

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利

益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 65.1 69.4 66.7

営業活動によるキャッシュ・フロー（百万円） 4,455 6,767 7,917

投資活動によるキャッシュ・フロー（百万円） △10,241 △7,596 △11,595

財務活動によるキャッシュ・フロー（百万円） 4,808 △3,958 6,363

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高

（百万円）
12,681 12,345 16,804

　

回次
第77期
第３四半期
連結会計期間

第78期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成23年10月１日
至平成23年12月31日

自平成24年10月１日
至平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四

半期純損失金額（△）（円）
△12.81 3.06

　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第77期第３四半期連結累計期間および第77期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第78期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません

５．四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。なお、平成24年10月１日付けで、ニチコン製箔株式会社およびニチコン長野株式会社を簡易

新設分割により新たに設立しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当社は、タンタル固体電解コンデンサ事業をAVX Corporationに譲渡することで同社と事業譲渡契約を締結し、平

成25年２月６日に事業譲渡が完了しました。

詳細については、「第４　経理の状況　１．四半期連結財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおり

であります。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日～平成24年12月31日）のわが国経済は、当第３四半期連結会計期

間末では円高の緩和が見られたものの、世界経済の減速を受けて製造業を中心に厳しい環境となりました。海外に

おいては、米国では雇用情勢に回復の兆しが見られはじめたものの、欧州では財政危機問題が長期化する中で景気

低迷が続いており、中国を含む新興国においても経済成長の減速が顕著となり厳しい経営環境となりました。

　当社グループが関連する電機、電子の市場におきましては、薄型テレビなどのデジタル家電やパソコン、インバー

タ関連機器等の低迷が続き、これら部品需要は総じて低調に推移しました。

　これらの結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は67,278百万円と前年同期比20.1％の減収となりました。ま

た、利益につきましては、営業損失は2,205百万円（前年同期は2,523百万円の営業利益）、経常利益は413百万円と

前年同期比81.3％の減益、四半期純損失は1,034百万円（前年同期は95百万円の四半期純利益）となりました。

　このような状況のなかで、当社グループは中期経営計画のビジョンに沿って、コンデンサ、回路、インバータ等のコ

ア技術を駆使してエネルギー、環境、医療の各分野に注力するとともに、高い成長が期待できるエコ、EV/HV（電気自

動車/ハイブリッド車）、インバータ関連事業を経営の新たな柱と位置づけ、環境関連のパワーエレクトロニクスビ

ジネスを統括する「NECST（Nichicon Energy Control System Technology）プロジェクト」の推進や、世界初の

「V2H（Vehicle to Home）システム」となる「EVパワーステーション」や家庭用蓄電システム「ホーム・パワー

・ステーション」など新製品の事業化を拡大します。また、新興国市場における販売網の拡大や、国内・海外での生

産体制の見直しなど現在の市況、経済環境に見合った構造改革を実施するとともに、経営資源の選択と集中により

技術開発力、モノづくり力を強化し、絶対的品質と最適地生産によって競争力を高め、利益体質を構築する取組みを

行ってまいります。

製品区分別売上高につきましては、電子機器用は、デジタル家電機器およびインバータ機器向けなどの需要の伸

び悩みなどにより45,092百万円と前年同期比27.2％の減収となりました。

電力・機器用及び応用機器は、機器用および応用機器の売上減少などにより6,911百万円と前年同期比16.6％の

減収となりました。

回路製品は、各種電源では家庭用蓄電システム「ホーム・パワー・ステーション」の量産化に加え、機能モ

ジュールについて「V2H（Vehicle to Home）システム」となる「EVパワーステーション」の量産化などにより

15,062百万円と前年同期比11.2％の増収となりました。

海外売上高につきましては、アジア市場においてデジタル家電、情報通信機器およびインバータ機器向けの受注

が伸び悩んだこと、欧米市場においても自動車関連機器向けの需要が前年同期比で減少したことなどにより17.8％

の減収となりました。一方、国内市場についても全般的な需要の減少などにより22.9％の減収となりました。これら

の結果、連結売上高に占める海外売上高の割合は、前年同期比1.6ポイント上昇し56.6％となりました。

設備投資につきましては、企業競争力の更なる強化と販売競争の激化、グローバル体制の構築に対処するための

増産投資、技術開発投資を中心に6,116百万円を実施しました。
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　所在地別業績は、次のとおりであります。

①日　本

国内においては、デジタル家電機器やインバータ機器向けなどの需要が伸び悩んだことなどにより、売上高は

30,934百万円と前年同期比21.7％の減収となりました。営業利益は、差別化商品・高付加価値商品の拡販、生産性向

上によるコストダウンなどの収益性向上対策を推進しましたが、売上高の減少に加え前年度からの設備投資増強に

よる償却費負担の増加などにより3,163百万円の営業損失（前年同期は1,135百万円の営業損失）となりました。

②米　国

米国地域においては、自動車およびＡＶ機器向け需要が前年同期に比べ減少したことなどにより、売上高は3,925

百万円と前年同期比19.9％の減収となりました。営業利益は、販売コスト削減等を図りましたが、売上高の減少など

により104百万円と前年同期比78.9％の減益となりました。

③アジア

アジア地域においては、情報通信機器およびインバータ機器向け需要が減少したことなどにより、売上高は

28,398百万円と前年同期比17.7％の減収となりました。営業利益につきましては、材料費や人件費のコスト削減な

ど継続的に推進しましたが、売上高の減少などにより300百万円と前年同期比85.4％の減益となりました。

④欧州他

欧州その他の地域においては、民生機器向けおよび自動車向け受注の減少等により売上高は4,020百万円と前年

同期比24.2％の減収となりました。営業利益につきましては、販売コストの削減等を図りましたが、売上高の減少な

どにより419百万円と前年同期比56.6％の減益となりました。

・所在地別業績

　前第３四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日　至 平成23年12月31日）

　
日本

（百万円）

米国

（百万円）

アジア

（百万円）

欧州他

（百万円）

計

（百万円）

消去又は

全社

（百万円）

連結

（百万円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 39,4844,89834,5045,30084,188 － 84,188

(2)所在地間の内部売上高又

は振替高
16,411 0 2,751 0 19,163△19,163 －

計 55,8954,89837,2565,300103,351△19,16384,188

営業利益又は営業損失（△） △1,135 498 2,064 966 2,393 129 2,523

　当第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日　至 平成24年12月31日）

　
日本

（百万円）

米国

（百万円）

アジア

（百万円）

欧州他

（百万円）

計

（百万円）

消去又は

全社

（百万円）

連結

（百万円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 30,9343,92528,3984,02067,278 － 67,278

(2)所在地間の内部売上高又

は振替高
12,208 － 3,805 0 16,014△16,014 －

計 43,1423,92532,2044,02083,293△16,01467,278

営業利益又は営業損失（△） △3,163 104 300 419 △2,338 132 △2,205
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・海外売上高

　前第３四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日　至 平成23年12月31日）

　 米州 アジア 欧州他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 4,903 36,054 5,328 46,285

Ⅱ　連結売上高（百万円） 　 　 　 84,188

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
5.8 42.9 6.3 55.0

　当第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日　至 平成24年12月31日）

　 米州 アジア 欧州他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 3,928 30,102 4,025 38,056

Ⅱ　連結売上高（百万円） 　 　 　 67,278

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
5.8 44.8 6.0 56.6

・販売実績

製品区分

前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

増　減

金　額
（百万円）

構成比
（％）

金　額
（百万円）

構成比
（％）

金　額
（百万円）

増減比
（％）

電子機器用 61,901 73.6 45,092 67.1 △16,809 △27.2

電力・機器用及び応用機器 8,291 9.8 6,911 10.2 △1,379 △16.6

回路製品 13,550 16.1 15,062 22.4 1,511 11.2

その他 445 0.5 212 0.3 △232 △52.3

合　　計 84,188 100.0 67,278 100.0△16,909 △20.1

（2）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度

末に比べ4,458百万円減少し12,345百万円となりました。当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フ

ローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によって得られた資金は、前第３四半期連結累計期間に比べ2,312百万円増加し6,767百万円の収入とな

りました。これは主に、仕入債務の減少額が1,889百万円となりましたが、税金等調整前四半期純利益258百万円の計

上、減価償却費5,659百万円の発生に加え、売上債権の減少額が3,640百万円となったことなどによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動に使用した資金は、前第３四半期連結累計期間に比べ2,645百万円支出が減少し7,596百万円の支出とな

りました。これは主に、有価証券の償還による収入が6,604百万円となりましたが、有形固定資産の取得による支出

が6,678百万円、有価証券および投資有価証券の取得による支出が6,268百万円となったことなどによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動に使用した資金は、前第３四半期連結累計期間に比べ8,766百万円支出が増加し3,958百万円の支出とな

りました。これは主に、配当金の支払額が1,071百万円となったことに加え、短期借入金2,500百万円を返済したこと

などによるものです。
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（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

株式会社の支配に関する基本方針について

①基本方針

当社は、「より良い地球環境の実現に努め、価値ある製品を創造し、明るい未来社会づくりに貢献していくこと」

を経営理念に掲げています。また、倫理的・社会的責任を果たすとともに、株主の皆様をはじめとする全ての人々を

大切にし、企業価値の最大化を目指して、「誠心誠意」をもって「考働」しております。

この経営理念に基づき、会社の支配に関する基本方針として、当社に対し買収提案が行われた場合は、これを受け

入れるか否かの最終的な判断は、その時点における当社株主の皆様に委ねられるべきであり、またその場合に株主

の皆様が、十分な情報と相当な検討期間に基づき、公正で透明性の高い株主意思の確認手続きを通じた判断（イン

フォームド・ジャッジメント）を行えるようにすることが、企業価値および株主共同の利益の確保と向上のため必

要であると考えております。

②取組みの具体的な内容

上記基本方針のもと、当社は、平成18年５月31日開催の当社取締役会において、「当社株式の大量買付けに関する

適正ルール（買収防衛策）」（以下「本ルール」といいます。）の導入を決議いたしました。

しかしながら本ルールの導入後、金融商品取引法の改正により、株主の大規模買付行為に関する手続きが整備さ

れ、株主の皆様が大規模買付行為を適切に判断するための情報提供と検討期間を確保するという、本ルールの目的

が一定程度担保されるようになりましたため、平成24年５月９日開催の当社取締役会において本ルールを平成24年

５月31日の有効期限満了により終了とし、継続しないことを決議いたしました。

当社は、本ルールの非継続後も当社株式の大規模買付行為が行われた場合には、当社の企業価値および株主共同

の利益を確保するために、積極的な情報収集と適時開示に努めるとともに、その時点において適切な措置を講じて

まいります。

（4）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は2,726百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 137,000,000

計 137,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 78,000,000 78,000,000

東京証券取引所

大阪証券取引所

各市場第一部

単元株式数

100株

計 78,000,000 78,000,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

平成24年10月１日～

平成24年12月31日
－ 78,000,000 － 14,286 － 17,065

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 （平成24年12月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 6,559,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 71,374,400 713,744 －

単元未満株式 普通株式 66,100 － －

発行済株式総数 78,000,000 － －

総株主の議決権 － 713,744 －

　（注）「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

②【自己株式等】

 （平成24年12月31日現在）

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ニチコン株式会社

京都市中京区烏丸

通御池上る二条殿

町551番地

6,559,500 － 6,559,500 8.4

計 － 6,559,500 － 6,559,500 8.4

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

　役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役 執行役員常務　ＩＲ室長 取締役
執行役員常務

管理本部経理部長兼ＩＲ室長
近野　　斉 平成24年７月１日

取締役
執行役員

営業本部 海外営業担当
取締役 執行役員 営業本部長 井上　信夫 平成24年７月１日

取締役
執行役員常務 生産本部長

兼生産本部生産・購買支援部長
取締役

執行役員常務 生産本部長

兼生産本部設備部長
吉田　茂雄 平成24年12月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平

成24年12月31日まで）および第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 17,214 12,726

受取手形及び売掛金 ※
 29,794

※
 26,835

有価証券 4,814 6,721

商品及び製品 8,193 7,019

仕掛品 5,726 6,263

原材料及び貯蔵品 4,673 5,862

その他 1,699 1,792

貸倒引当金 △80 △142

流動資産合計 72,035 67,078

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 16,596 15,455

機械装置及び運搬具（純額） 14,685 12,903

その他（純額） 9,486 12,781

有形固定資産合計 40,768 41,140

無形固定資産 729 669

投資その他の資産

投資有価証券 23,454 19,632

その他 2,712 2,430

貸倒引当金 △549 △520

投資その他の資産合計 25,617 21,542

固定資産合計 67,114 63,352

資産合計 139,150 130,430
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※
 16,952

※
 15,800

短期借入金 5,500 3,000

未払法人税等 1,056 852

賞与引当金 1,069 370

その他の引当金 25 －

その他 ※
 9,350

※
 8,520

流動負債合計 33,952 28,543

固定負債

長期借入金 4,000 4,000

退職給付引当金 3,446 3,142

その他 3,666 2,974

固定負債合計 11,113 10,116

負債合計 45,066 38,659

純資産の部

株主資本

資本金 14,286 14,286

資本剰余金 17,069 17,069

利益剰余金 72,830 70,723

自己株式 △8,116 △8,117

株主資本合計 96,068 93,962

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,002 998

為替換算調整勘定 △5,220 △4,493

その他の包括利益累計額合計 △3,218 △3,494

少数株主持分 1,233 1,303

純資産合計 94,084 91,771

負債純資産合計 139,150 130,430
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高 84,188 67,278

売上原価 72,857 61,244

売上総利益 11,330 6,033

販売費及び一般管理費 8,807 8,239

営業利益又は営業損失（△） 2,523 △2,205

営業外収益

受取利息 169 144

受取配当金 297 261

為替差益 － 630

移転補償金 － 2,000

その他 195 338

営業外収益合計 662 3,375

営業外費用

支払利息 28 68

持分法による投資損失 9 25

為替差損 627 －

設備移設費用 － 550

その他 312 111

営業外費用合計 978 756

経常利益 2,207 413

特別利益

新株予約権戻入益 88 －

その他 24 1

特別利益合計 112 1

特別損失

固定資産処分損 30 121

投資有価証券評価損 563 －

その他 － 34

特別損失合計 594 155

税金等調整前四半期純利益 1,725 258

法人税、住民税及び事業税 1,411 935

法人税等調整額 28 176

法人税等合計 1,440 1,112

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

285 △853

少数株主利益 190 180

四半期純利益又は四半期純損失（△） 95 △1,034
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

285 △853

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △718 △921

為替換算調整勘定 △1,139 738

持分法適用会社に対する持分相当額 △101 △65

その他の包括利益合計 △1,960 △248

四半期包括利益 △1,674 △1,101

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,831 △1,310

少数株主に係る四半期包括利益 157 208
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,725 258

減価償却費 6,924 5,659

投資有価証券評価損益（△は益） 563 －

売上債権の増減額（△は増加） △4,211 3,640

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,880 △357

仕入債務の増減額（△は減少） 4,953 △1,889

その他 △1,520 330

小計 5,553 7,641

法人税等の支払額 △1,571 △1,359

その他 474 485

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,455 6,767

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △699 △4,223

有価証券の売却及び償還による収入 3,302 6,604

有形固定資産の取得による支出 △10,373 △6,678

投資有価証券の取得による支出 △2,769 △2,045

その他 297 △1,254

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,241 △7,596

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,000 △2,500

長期借入れによる収入 4,000 －

配当金の支払額 △1,071 △1,071

その他 △120 △386

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,808 △3,958

現金及び現金同等物に係る換算差額 △483 327

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,461 △4,458

現金及び現金同等物の期首残高 14,143 16,804

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 12,681

※
 12,345
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

（1）連結の範囲の重要な変更

    当第３四半期連結会計期間より、ニチコン製箔株式会社およびニチコン長野株式会社を簡易新設分割により新た

に設立したため、連結の範囲に含めております。

（2）持分法適用の範囲の重要な変更

  該当事項はありません。

【会計方針の変更】

（減価償却方法の変更）

　当社および国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取

得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業損失は74百万円減少し、経常利益および税金

等調整前四半期純利益はそれぞれ74百万円増加しております。

【会計上の見積りの変更】

該当事項はありません。　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

【追加情報】

該当事項はありません。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日でし

たが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次

のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成24年12月31日）

受取手形 226百万円 174百万円

支払手形 516 560

流動負債その他（設備関係支払手形） 339 94

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のと

おりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日）

現金及び預金 12,681百万円 12,726百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 － △380

現金及び現金同等物 12,681 12,345
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 535 7.5平成23年３月31日平成23年６月30日利益剰余金

平成23年11月４日

取締役会
普通株式 535 7.5平成23年９月30日平成23年12月５日利益剰余金

（注）平成23年６月29日定時株主総会における１株当たり配当額の内、１円00銭は創立60周年記念配当金であ

ります。

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 535 7.5平成24年３月31日平成24年６月29日利益剰余金

平成24年11月６日

取締役会　
普通株式 535 7.5平成24年９月30日平成24年12月４日利益剰余金

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日　至 平成23年12月31日）および当第３四半期連結累計期間

（自 平成24年４月１日　至 平成24年12月31日）

当社グループは、「コンデンサおよびその関連製品」の製造ならびに販売を主な事業としており、各拠点に

製品の販売もしくは製造、またはその両方の機能を置き、本社はグループ全体の戦略を立案し、事業活動を展開

しております。当社グループは、各拠点別を基礎とした事業セグメントから構成されており、経営意思決定およ

び業績評価を行っておりますが、当該事業セグメントの経済的特徴、製品およびサービスの内容、製品の製造方

法または製造過程やサービスの提供方法などの要素が概ね類似していることから、「コンデンサおよびその関

連製品」の単一の報告セグメントとしており、記載を省略しております。

（企業結合等関係）

共通支配下の取引等

１．取引の概要

（1）対象となった事業の名称およびその事業の内容

商　　号 ニチコン長野株式会社 ニチコン製箔株式会社

事業の名称 アルミ電解コンデンサ関連事業

事業の内容
アルミ電解コンデンサの製造ならびに

設計、開発等に関連する業務

アルミ電解コンデンサ用電極箔の製造

ならびに開発等に関連する業務

（2）企業結合日

平成24年10月１日

（3）企業結合の法的形式

当社を新設分割会社とし、ニチコン長野株式会社（当社の連結子会社）およびニチコン製箔株式会社（当

社の連結子会社）を承継会社とする簡易分割による新設分割

（4）結合後企業の名称

ニチコン長野株式会社（当社の連結子会社）

ニチコン製箔株式会社（当社の連結子会社）

（5）その他取引の概要に関する事項

　当社は、グループ全体の経営基盤の強化の一環として、業績に対する責任体制を明確にする独立採算制を

構築し、更なる技術力、コスト力の強化と企業体質の改善を図り、顧客ニーズに応える製品とサービスの提

供を行い、企業価値の最大化を目指すことを目的としています。
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２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）および「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）に基づき、共通

支配下の取引として処理しております。

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
1円34銭 △14円48銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（百万円）
95 △1,034

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（百万円）
95 △1,034

普通株式の期中平均株式数（千株） 71,440 71,440

（注）１．前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

２．当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

当社は、タンタル固体電解コンデンサ事業をAVX Corporationに譲渡することで平成24年10月16日に同社と事業

譲渡契約を締結し、平成25年２月６日に事業譲渡が完了しました。

１．事業譲渡の理由

グローバル競争が激化する中で、当社が取り組む事業構造改革の一環として、タンタル固体電解コンデンサ事

業をAVX Corporationに譲渡し、経営資源をコア事業であるアルミ電解コンデンサ、フィルムコンデンサやエネル

ギー・環境関連のパワーエレクトロニクス分野の新規事業に集中させて、企業体質をより強化することといたし

ました。

２．事業譲渡の概要

（1）事業譲渡先の名称

AVX Corporation

（2）事業譲渡部門の内容

当社のタンタル固体電解コンデンサに関する事業

（3）事業譲渡部門の経営成績

　 事業譲渡部門（a） 平成24年３月期連結実績（b） 　比率（a/b）

売上高 5,370百万円 　107,658百万円 5.0％

（注）当社グループにおける報告セグメントは「コンデンサおよびその関連製品」の単一セグメントとし

ているため、売上高のみ記載しております。

（4）譲渡資産、負債の金額（平成24年12月31日現在の四半期連結貸借対照表を基礎としております。）

総資産　5,832百万円　　総負債　1,265百万円

（5）譲渡価額および決済方法

86百万米ドル（現金支払）

２【その他】

平成24年11月６日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額……………………535百万円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………７円50銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成24年12月４日

（注）平成24年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年２月12日

　ニ　チ　コ　ン　株　式　会　社 　

　　取　締　役　会　　　御　中 　

有限責任監査法人トーマツ 　

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 髙橋　一浩　　印

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 長野　秀則　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているニチコン株式会社

の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平成

24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ニチコン株式会社及び連結子会社の平成24年12月31日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

強調事項

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社はタンタル固体電解コンデンサ事業をAVX Corporationに譲渡することで

平成24年10月16日に同社と事業譲渡契約を締結し、平成25年２月６日に事業譲渡が完了した。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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